
金融危機対応「行動プラン」（案）
１．金融機関対策（流動性不足、信用不足対策）
（１）日本銀行による対応
・日本銀行法第38条による対応準備。

・資本不足に陥っている地域金融機関等に対する日本銀行による出資等。

・日本銀行による企業株式の購入に関する留意。

（２）国内基準行の自己資本比率規制見直し
・国内基準行の自己資本比率規制の見直し。
２．企業対策（信用収縮対策）
（１）信用保証枠拡大の具体化
・緊急保証枠14兆円の追加を含む第2次補正予算の提出勧奨。
（２）緊急保証制度の拡充
・緊急保証制度と既存のセーフティネット保証制度との重複利用。

・重複利用に伴う枠不足への所要の対応。
・緊急保証制度の対象業種規制の拡充。
（３）金融機関に対する指導
・信用保証を伴う新規融資による「融資つけかえ」の監視。
・金融機関による取引先企業へ出資要請の監視。

・金融機関の優越的地位の濫用の監視。

・系統金融機関内における下部組織への出資要請の監視。

・金融検査マニュアルの見直しの周知徹底。
（４）日本政策金融公庫による危機対応業務
・日本政策金融公庫による金融危機対応業務の発動。
（５）日本政策投資銀行による企業金融対策

・企業間金融、商社金融に関連する資金供給スキームの検討と実施。
・不動産証券化商品買い取りファンドのスキームの検討と実施。
（６）公的金融ヘルプデスクの設置
・信用保証等の審査手続き遅延に対応するヘルプデスクの内閣府内への設置。
・審査マンパワー不足に対する所管省庁及び民間金融機関等からの人的応援。
・金融機関の保証協会への審査負担転嫁の監視。
　
３．麻生首相の経済運営、国際協調等のスタンスへの対応
（１）従来型の財政出動よりも雇用や消費に結びつく有効需要創出
（２）ドル「完全」追随ではなく多極化指向の為替政策
（３）緊急的な国内対策は雇用対策と企業の資金繰り支援対策
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